
 
 
 
 

委託プロジェクト研究課題評価個票（中間評価） 
 

研究課題名 現場ニーズ対応型研究のうち品種

多様性拡大に向けた種子生産の効

率化技術の開発 

担当開発官等名 農林水産技術会議事務局研究企画

課 

農産局穀物課 

連携する行政部局  

研究期間 令和２～６年（５年間） 総事業費（億円） 1.4億円（見込） 

研究開発の 

段階 

基礎 応用 開発   

   

研究課題の概要 

 

 

＜種子生産の効率化技術の開発＞ 

 ・種子生産（※１）を担う農家はとりわけ高齢化が著しく、独特の高度な栽培技術が求められ新規

参入が難しいため、後継者不足となっている。その一方で、作期分散等のため取り扱う品種の数は増

え続けており、種子生産現場は慢性的な人手不足となっている。そこで、本課題では、異品種・被害

粒の混入がなく、発芽揃いの良い健全な種子の安定生産に資するため、種子生産現場で使いやすい省

力的な高純度・高品質種子生産技術や若手農業者・新規事業者への技術継承を促す支援ツールを開発

する研究を実施する。 

＜①：隔離栽培等による交雑防止技術の開発（令和２～６年度）＞ 

・交雑のリスクをなくすため、隔離温室栽培、閉花受粉性の利用による水稲の交雑防止技術の開発を

実施 

＜②：効果的な種子伝染病害防除法（※２）の開発（令和２～６年度）＞ 

・種子伝染性病害の防除のため、温湯消毒法、化学農薬、発病抑止型育苗培土等を組み併せた体系防

除法の開発を実施。 

＜③：異型株（※３）・罹病株（※４）の効率的検出技術の開発（令和２～６年度）＞ 

・種子生産圃場の見回り（※５）等に係る作業時間の削減のため、ドローン等による画像から異型株

・罹病株の自動検出システムの開発を実施 

＜④：充実種子生産のための栽培管理支援ツールの開発（令和２～６年度）＞ 

・充実種子生産のため、スマホで撮影した画像から適切な追肥のタイミング等を提示できる栽培管理

支援ツールの開発を実施。 

＜⑤：種子生産効率化の実証（令和２～６年度）＞ 

・地域に適した効率的な種子生産のため、①～④で開発された技術の実証を行い、種子生産効率化マ

ニュアルを作成。 

 

１．委託プロジェクト研究課題の主な目標 

中間時（２年度目末）の目標 最終の到達目標 

①異型株・罹病株自動検出システムのテストモデ

ルの開発：50% 

 

①異品種・被害粒の混入がない種苗を生産すること

に加え、異型株・罹病株自動検出システムの開発に

より、種子生産圃場の見回り等に係る作業時間を開

発技術導入前と比較して50％削減する。 

 

②栽培管理支援ツールのテストモデルの開発：50

％ 

②種子生産者向けの栽培管理支援ツールを開発し、

発芽揃いの良い充実した種子生産を達成する。 

③種子生産効率化マニュアルのデータ収集：10％ 

 

③地域ごとの種子生産技術体系を整理した種子生産

効率化マニュアルを作成する。 

２．事後に測定可能な委託プロジェクト研究課題全体としてのアウトカム目標（R１１年）  

地域ごとの種子生産技術体系を整理した種子生産効率化マニュアルや種子生産者向けの栽培管理支援

ツールを開発することで、種子生産圃場の見回り等に係る作業時間を開発技術導入前と比較して50％

削減し、健全な種子の安定供給を促進する。 

 

  



 
【項目別評価】 

 １．社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた研究の必要性 ランク：Ａ 

 

 

 

 

 

 

① 農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た研究の重要性 

種子生産には異品種や病気の混入を防ぐ作業に大きな労力が必要となる。異品種の混入を防止するた

め、残留籾が残りにくく掃除しやすい構造の種子専用コンバイン（※６）が開発されているものの、種

子生産を担う農家はとりわけ高齢化が著しく、充実種子生産のためには独特の高度な栽培技術が求めら

れることから、新規参入が難しく、後継者不足となっている。その一方で、作期分散（※７）や食の多

様化への対応等のため種子生産農家が取扱う品種の数は増え続けており、種子生産現場は慢性的な人手

不足となっている。こうした担い手のニーズや政策的課題を解決する課題であることから、引き続き本

研究を推進することが重要である。 

② 引きつづき国が関与して研究をする必要性 

種子生産における省力的栽培技術の開発や純度が高く健全な種子生産技術の開発には多大な研究資源

と長期的視点が必要であり、個別機関では担えない課題であることから、国自らが企画・立案して重点

的に実施する必要がある。また、研究成果を日本全国で適用可能なものとするためには、我が国の作物

の品種・栽培技術開発の中核機関である農研機構に加え、大学や全国の公設試研究機関といった国内の

研究勢力を結集して取り組む必要がある。以上のことから、本課題は国が関与して研究を推進すること

が適切である。 

 

２．研究目標（アウトプット目標）の達成度及び今後の達成可能性 ランク：Ａ 

①中間時の目標に対する達成度 

罹病株検出システムについては、現地圃場等からばか苗病罹病株画像を時期や撮影角度を替えてドロ

ーンによる撮影画像を収集しAI処理によりプロトタイプを開発した（目標判別率85％）。異型株検出に

ついても人工的に異型株を植え付けした圃場より収集したドローン撮影画像2年分のデータから機械学

習（※８）を始め、穂揃い期以降1週間程度が異型株判別に適することを確認した。また、次年度には

プロトタイプを完成させる（進捗率50%）。 

栽培管理支援ツールについては、各地域の現地圃場の生育期間を通じた茎数および圃場画像をスマー

トフォンにより取得し深層学習を進め、幼穂形成期等の生育ステージを判断できるテストモデルを開発

した（進捗率80%）。さらに、種子生産効率化マニュアルの作成に向けて、高純度種子を得るための隔

離温室の遮光カーテン等の使用期間・時間を設定し、加えて高純度種子を用いることで異型株の発生が

少なく、種子生産圃場での異型株の抜き取り時間を大幅に減らせることを確認した。種子伝染病害防除

法の開発では、化学農薬と耕種的防除技術等の体系処理により、ばか苗病ともみ枯細菌病の発病度が低

く抑えられることを確認した。また、充実度の高い種子を得るための施肥時期の検討や漏生イネ（※１

０）防除のための初期剤（※１１）と一発除草剤（※１２）を用いた体系の検討、種子損傷が少なくな

るコンバインのこき胴回転数（※１３）の検討を行い、効率的かつ優良な種子生産のためのデータの蓄

積も計画通り進んでいる（進捗率30%）。以上のように、中間時の目標は概ね計画通り達成した。 

②最終の到達目標の今後の達成可能性とその具体的な根拠 

異型株・罹病株の検出システムについては、実証試験からの画像データのアノテーション（※１４）

等を引きつづき進め検出精度の向上を図るとともに、オルソ（合成）化により異型株等の正確な位置情

報を含めたシステムの構築を進めていく予定である。栽培管理支援ツールのテストモデルは、さらに複

数品種・複数の場所で実証した後、ユーザー向け水稲AI生育診断アプリ（NTTデータCSS開発）に実装す

ることに汎用性を高めた支援ツールが開発される。また、異品種・被害粒の混入がない種子生産に向け

て、隔離温室を利用した原原種生産における栽培条件、温室設定条件の検討、種子伝染性病害に対する

化学農薬と温湯消毒等を組み合わせた体系防除法の開発も計画通りに進んでおり、開発した技術は実証

課題を通して引きつづきデータを蓄積することにより、普及に移すための種子生産効率化マニュアルの

作成は達成される。 

以上のことから、研究は概ね計画の通りの進度で進捗しており、アウトカム目標の「種子生産効率化

マニュアルの作成」、「栽培管理支援ツールの開発」は達成される可能性は高い。また、「種子生産圃

場見回りにかかる作業時間の50%削減」「異品種・被害粒の混入がなく、発芽揃いの良い健全な種子生

産」については、高純度種子を用いることで圃場見回り時間を大幅に減らせることや軽量培土等を用い



 
ることにより種子伝染病害を大幅に抑えられることを確認しており、これらの技術を組み合わせること

で種子生産圃場での異型株・罹病株の発生を少なく抑え、加えてドローンによる異型株等の検出、栽培

管理支援ツールを活用した種子生産に最適な追肥時期等の決定により達成される可能性は高い。 

 

３．研究が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の今後の達成可能性と

その実現に向けた研究成果の普及・実用化の道筋（ロードマップ）の妥当性 

ランク：Ａ 

①アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具他的な根拠 

 本課題の研究成果により、純度が高い種子を生産するための交雑防止技術や種子伝染病害防除技術、

異型株除去に必要な労力を削減するAIによる異型株・罹病株の効率的検出技術および画像診断による種

子生産のための栽培管理支援ツールアプリが開発される。また、開発した技術を普及に移すための種子

生産効率化マニュアルも作成されることから、「種子生産圃場の見回り等に係る作業時間を開発技術導

入前と比較して50％削減」、「異品種・被害粒の混入がなく、発芽揃いの良い健全な種子生産を達成」

のアウトカム目標は達成可能と考えられる。 

②アウトカム目標達成に向けた研究成果の活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

 開発中の栽培管理支援ツールや異型株・罹病株の検出システムは、コンソーシアムメンバーの公設試

やJA全農と連携して実証を行い、開発後速やかな種子生産現場への普及や種子生産への新規参入を容易

にするように取り組んでいる。 

③他の研究や他分野の技術の確立への具他的な貢献度 

 該当なし。 

 

４．研究推進方法の妥当性  ランク：Ａ 

①研究計画の妥当性（的確な見直しが行われているか等） 

3名の外部専門家と、関係する行政部局で構成する運営委員会を設置し、行政ニーズや各課題の進捗

状況を踏まえて実施計画の見直し等の適切な進行管理を行っている。こうした進行管理により、AIによ

る異型株・罹病株の検出技術や生育診断ツール開発の効率化やマニュアル作成に向けた現地実証試験の

重点化など、開発技術の普及を加速化する研究内容となるよう研究計画が改善され、アウトカム目標の

達成可能性を高めている。 

②研究推進体制の妥当性 

上記の運営委員会を年１～2回開催し、進捗状況の確認、研究計画・推進体制の見直し、研究成果の

共有と公表等について、助言指導等を行っている。また、研究コンソーシアムの自主的な推進体制とし

て、メーリングリストの構築や推進会議の開催を行い、コンソーシアム内の情報共有や意見交換、推進

体制の検討を行っている。新型コロナウイルスの影響のため現地中間検討会はこれまで行っていないが

、感染状況に改善がみられれば行う予定としている。以上の進行管理、情報共有等が達成されているこ

とから、研究推進体制は妥当である。 

③研究課題の妥当性（以後実施する研究課題構成が適切か等） 

開発が進んでいる交雑防止技術、種子感染病害防除技術、異型株・罹病株の検出技術および栽培管理

支援ツールの実証試験を次年度から実施できる体制に組み換えており、研究課題の構成は妥当である。 

④研究の進捗状況を踏まえた重点配分等、予算配分の妥当性 

各実行課題の進捗状況や研究成果の有用性を踏まえた予算配分の重点化を行っている。それぞれの実

行課題は計画通り進捗しており、最終目標の達成も見込まれることから、予算配分は妥当である。 

 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．委託プロジェクト研究課題の継続の適否に関する所見 

・高齢化が著しく、慢性的な人手不足になっている生産現場としては、効率的な種子生産技術開発

や、後継者の技術支援に繋がる本研究課題は非常に重要である。また、高度な技術や効率的な手法の

開発に国が関与しつつ、民間での種子供給体制を構築する一連の流れは、生産現場への種子の安定供

給に資するものであり、本研究課題の必要性は非常に高く研究の継続は妥当である。 

 



 
２．今後検討を要する事項に関する所見 

・成果の公表発信については、今後より積極的に行っていただきたい。 

・既存の生産者だけではなく、新たな生産者の発掘や参入を促すような取組を進めていただきたい。 

 

 



 [研究課題名]  現場ニーズ対応型研究のうち品種多様性拡大に向けた種子生産の効率化技
術の開発 
 

用  語 
 

用 語 の 意 味 
※ 
番号 

種子生産  育種事業で開発された新品種種子を農業者に供給するために増殖すること。育種
家が育成した種子を一世代増殖した種子を原原種、それを増殖した種子を原種、さ
らにそれを増殖した種子を一般種子といい、一般種子が農業者へ供給される。原原
種および原種は農業試験場等の品種育成機関で生産されることが多く、一般種子は
主に契約農家で生産される。いずれの段階においても、他の花粉の受粉による交雑
や、ばか苗病、もみ枯細菌病等の種子伝染性病害の混入の防止に細心の注意をはら
い、発芽揃いのよい充実した種子を生産する高い栽培技術が要求される。 

１ 

種子伝染病害
防除法 

 種籾への薬剤塗布や薬液浸漬など、薬剤による防除が一般的である。水稲においては

、ばか苗病やもみ枯細菌病が主要な種子伝染性病害であるが、薬剤耐性菌の出現が確認

されており、温湯殺菌や生物農薬等、薬剤に依存しない防除法の開発が求められている｡ 

２ 

異型株  種子生産対象とは品種が異なる個体。混入するとクレームの対象となるため、細
心の注意を払って何度も水田圃場を見回る。草丈、葉色、出穂日、穂の形態等が異
なる個体を発見したら、異型株として除去し、均一な特性を示す個体からのみ種子
を取得する。 

３ 

罹病株  病原菌に感染した個体。種子生産では病原菌の混入は許されないため、苗代と水田圃

場を見回り、発見したらそのロットは廃棄となる。 
４ 

種子生産圃場

の見回り 
 均一で健全な種子を生産するために、草丈、葉色、出穂日等の草型・生育特性の異な

る異型株や種子伝染病害に感染した罹病株を発見し、抜き取る必要がある。異型株・罹

病株の発生状況や抜き取り作業のために田植え後から出穂後まで、何度も採種水田圃場

を見回る必要がある。10アールの圃場あたり見回りと抜き取りに９時間程度かかり、特

に出穂期には猛暑の中の作業となるため、高齢化する種子生産現場において大きな負担

となっている。 

５ 

種子専用コン
バイン 

種子を損傷させないようこき胴の回転数の低回転に調整が可能であり、異品種が
混入しないよう清掃がしやすい構造なっているなどした種子生産に適したコンバイ
ンを指す。 

６ 

作期分散 植え付け時期や収穫時期の分散化、作業ピークを崩すことで作業機械の効率的な
利用や経営面積を増やすことが可能となる。 

７ 

機械学習 機械学習とは、データを分析する方法の１つで、データから、「機械」（コンピ
ューター）が自動で「学習」し、データの背景にあるルールやパターンを発見する
方法。 近年では、学習した成果に基づいて「予測・判断」することが重視されるよ
うになった。 

８ 

軽量培土 ピートモス等が混合され通常の培土よりも有機物成分が多く含まれた軽量な培土
のこと。 

９ 

漏生イネ 収穫時等にほ場に落ちた籾が翌年以降に生育しているものを指し、特に前年と作
付け品種を替えた場合に異品種混入の要因となる。 

１０ 

初期剤 田植え前から田植え5日後ころまでに散布する除草剤。雑草が出芽する前に水田内
に除草剤を拡散させ、雑草出芽時に枯れることを狙う。初期剤の一部が植代時ある
いは植代後に散布可能な除草剤として登録されている。従来は、初期剤の効果がな
くなったころに散布する中期剤（田植え20日～25日後頃）、中期剤以降にも残った
雑草を防除するために使用する後期剤を用いた体系処理が主流だったが、1990年代
以降は、一発除草剤（※１２）を用いた省力化が主流になっている。 

１１ 

一発除草剤 １回の処理で初期剤と中期剤の両方の効果をカバーできる除草剤。田植え3日～7
日後ころに使用することが多い。初中期剤あるいは初中期一発剤ということもある｡ 

１２ 

コンバインの
こき胴回転数 

こき胴とは籾を脱穀するコンバインのパーツのことであり、種子生産においては
種籾の損傷を抑えるために低回転に設定することが求められる。 

１３ 

アノテーショ
ン 

アノテーションとは、あるデータに対して関連する情報（メタデータ）を注釈と
して付与することであり、本課題においては取得画像に異茎株、罹病株、正常株等
の情報を付加して機械学習の教師データを作成することを意味する。 

１４ 



 種子生産を担う農家はとりわけ高齢化が著しく、独特の高度な栽培技術が求められ新規参入が難しいため、後継者不足となっている。その
一方で、作期分散等のため取り扱う品種の数は増え続けており、種子生産現場は慢性的な人手不足となっている。

 そこで、本課題では、高純度・高品質な種子の省力的な生産技術を開発する。
 交雑防止、病害防除、異型株・罹病株検出等の省力的な技術が容易になれば、種子生産農家の負担が軽減し、若手農業者や新規事

業者が種子生産に参入しやすくなり、多様な需要に応える品種種子の安定生産が可能となる。

⑲ 品種多様性拡大に向けた種子生産の効率化技術の開発

事業期間：令和４年度～令和６年度
令和４年度予算概算決定額：22（－）百万円

・ 真夏の異型株抜き取りなど、異品種や
病気の混入を防ぐ作業が大変！
・ 種子生産技術の後継者がいない。

＜イメージ＞
＜イメージ＞

・ 隔離栽培等による交雑防止、種子伝染病害防除法の
組合せ、ドローン等を活用した異型株・罹病株検出支援等
により、稲・麦・大豆で省力的な高品質種子生産技術を
開発。
・ 発芽率の高い充実種子を生産するための施肥・水管理を
提案する支援ツールを開発。熟練者の技術が新規事業者
にも継承可能。

・ 種子生産効率化を実証。

・ 地域の状況に合わせた技術体系で省力化
を実証。

・地域ごとに種子生産効率化マニュアルを
作成。

生産現場の課題 生産現場の課題解決に資する研究内容 社会実装の進め方と
期待される効果

・ 種子生産圃場での見回り作業時間を
50％削減。
・ 異品種・被害粒の混入がなく、発芽揃い
の良い健全な種子生産を達成。

真夏の異型株/罹病株の抜き取りに
10アールあたり９時間必要。

種子

種子

種子

種子

①隔離栽培等による
交雑防止

②種子伝染病害
防除法の組合せ

籾枯れ
細菌病

ばか苗病

④ドローン等による
異型株/罹病株の
効率的検出

隔離温室

防風網

③充実種子生産の
ための栽培管理
支援ツール開発

他
の
花
粉
の
侵
入
を
防
止

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

種子

［お問い合わせ先］農産局穀物課（03-6744-2010）

農林水産研究の推進 現場ニーズ対応型研究 （３）生産現場強化プロジェクト



 
 

 

 

種子生産の効率化技術の開発 
 

～R２年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度～ 

      
 
 

 
                                              
                                            

        

1-1 交雑防止技術、種子伝染性病害防除法の開発 

1-2 異型株・罹病株の効率的検出技術の開発 

隔離温室設定

条件、閉花性

系統の有効

性、病害の体

系防除法の開

発・検証 

閉花性受粉の

有効性に関す

る論文発表 

1件以上 

種子生産効率

化マニュアル

の作成 

種子生産基本

情報の収集 

効率的種子生産技術の実証とデータ蓄積  

実証・普及 

・健全な種子の安定生産を促進 

・種子生産圃場の見回り等に係る作業

時間を開発技術導入前と比較して

50％削減 

種子生産効率化マニュアルに即した

種子生産技術の実証・普及 

委託研究プロジェクト 既往の成果 

（知見） 

交雑防止のた

めの隔離温室

を設置 

種子伝染性病

害に対する温

湯消毒法の開

発 

ドローンによ

る画像取得技

術の開発 

閉花性受粉系

統の作出 

【ロードマップ（中間評価段階）】 

 

1-3 充実種子生産のための栽培管理支援ツールの開発 

罹病株検出プ

ロトタイプを

開発（検出精

度:70%） 

1-4 種子生産効率化の実証 

テストモデル

の開発（生育

ステージ判定

誤差：3 日） 

ツールの高

精度化（判定

誤差：1 日） 

ツールの汎

用化（対応品

種：5 品種以

上） 

画像データの

蓄積 

画像データの

蓄積 

ツールの開発 

(判定誤差 1

日、5 品種以

上に対応) 

検出技術の

開発・高精

度化（検出

精度 85%） 

検出精度の

高度化（検出

精度:80%） 

異型株検出プ

ロトタイプを

開発（検出精:

度 70%） 

隔離温室設定

条件、閉花性

系統の有効

性、病害の体

系防除法の開

発・検証 

隔離温室設定

条件、閉花性

系統の有効

性、病害の体

系防除法の開

発・検証 

閉花性受粉の

有効性に関す

る論文発表 

1件以上 

AI による画

像判別技術の

開発 



研究代表機関 研究期間プロジェクト名

種子生産のスマート化

種子生産の効率化技術の開発

AIによる画像処理
により、罹病株の
自動検出と充実種
子生産を支援する
技術を開発

ドローン画像から、AIによる画像識別技術
により、罹病株の効率的な検出システムの
プロトタイプを開発した。異型株の検出に
ついても開発を進めている。また、スマホ
の写真から幼穂形成期等の生育ステージを
判断するAIシステムを開発した。このシス
テムは、追肥時期の決定など充実した種子
生産に利用できる。さらに、交雑防止のた
めの隔離温室の利用法や種子伝染性病害防
止のための体系防除法の開発なども進めて
いる。こららの技術開発により、圃場の見
回り時間等が大幅に削減され、発芽揃いの
良い健全な種子の生産が可能となる。
これらの技術開発と実証試験は種子生産効
率化マニュアルとして公開し、全国の種子
生産での省力化・効率化に貢献する。

農研機構 令和２年度～
令和６年度

品種多様性拡大に向けた種子生産の効率化技術の開発

スマホ写真から生育ステージを判別す
る栽培管理支援ツールのテストモデル
を開発

ドローン画像から、罹病株（○印）を
検出するプロトタイプを開発

共同研究機関：東工大、NTTデータCCS、JA全農、秋田県、富山県、埼玉県、長野県、鹿児島県

Ⅳ．研究成果概要



研究背景

主要な成果

種子生産には異品種や病気の混入を防ぐ作業に大きな労力が必要とな
る。異品種の混入を防止するため、残留籾が残りにくく掃除しやすい
構造の種子専用コンバインは開発されているものの、種子生産を担う
農家はとりわけ高齢化が著しく、充実種子生産のためには独特の高度
な栽培技術が求められることから、新規参入が難しいため、後継者不
足となっている。その一方で、作期分散や食の多様化への対応等のた
め種子生産農家が取扱う品種の数は増え続けており、種子生産現場は
慢性的な人手不足となっている。

ドローン画像から、ばか苗病
罹病株を検出するAI判別シス
テムのプロトタイプを作成
画像から幼穂形成期等を推定
する栽培支援ツールのテスト
モデルを作成
交雑防止のための隔離温室の
栽培条件の設定、効果的な種
子伝染性病害防除法の開発

異型株調査の様子 圃場に混ざる罹病株

異型株・罹病株を効率的に検出
し、種子生産圃場の見回り・異
型株の抜き取りに係る作業負担
を大幅に削減
異品種・被害粒の混入がなく、
発芽揃いの良い健全な種子生産

種子生産効率化マニュアルの作
成

隔離温室の締め切りや高温抑止のため
の遮光カーテンの利用効果・利用方法
を検討

問合せ先 ※記載不要 ※記載不要

















































































 
 

以上のように、研究は順調に進んでおり、今後、さらに高機能用途に適する改質リグニン素材と樹脂

化品、誘導体化の検討を実施すると共に、それらの供給を受けた材料開発を行うことで、世界初のスー

パーエンプラ相当のリグニン系バイオ材料の開発を達成できると共に、その評価技術も確立する。最終

到達目標は十分に達成可能と考えられる。 

 

３．研究が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の今後の達成可能性と

その実現に向けた研究成果の普及・実用化の道筋（ロードマップ）の妥当性 

ランク：Ａ 

①農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等の開発 

【アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠】 

・J－クレジット（※20 ）申請、取得を促進するため、主要原料由来のバイオ炭の組成をJIS M8812に

基づいて分析し、営農体系別の温室効果ガスの削減量や実炭素貯留量を整理して、一般の農家や企業お

よび一般消費者が使いやすい、我が国独自の炭素貯留データベースを構築する。なお、これらのデータ

は、J－クレジット申請で出された各種バイオ炭のデータとも相互に参照し、日本国インベントリ報告

書のバイオ炭の算定係数ならびにJ－クレジット方法論に反映させる。 

・バイオ炭を活用した営農モデル地域において、代表的な農作物ごとの作業目安作りとその目安に沿っ

た施用マニュアルを作成する。この施用マニュアルをもとに、J－クレジットの社会的周知を進めて認

証団体を増やし、バイオ炭による二酸化炭素削減モデル地域づくりを促進することで、炭素貯留実績を

積み上げる。 

・2025年の大阪・関西万博に向けて上記モデル地域での活動を紹介するウェブサイトを立ち上げ、J－

クレジットの社会実装のためのアウトリーチ活動及び広報活動を行う。また、出口戦略として、バイオ

炭を活用したカーボンマイナス（※21）のプラットフォーム（※22）やビジネス・エコシステム（※

23）を設計・実装する。 

これらの取組により、2030年までに全国200ヶ所程度でJ－クレジット申請を進め、これにより、20千

トンCO2近い炭素貯留が可能となる。さらに、活動量（バイオ炭の農地施用量）の精緻化を確実に進め

るため、「バイオ炭資材の普及により、バイオ炭の利用量を現在の３倍に増加させる」というアウトカ

ム目標の達成は可能である。 

 

【研究成果の活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性】 

2020年9月末にJ－クレジット方法論AG-004「バイオ炭の農地施用」が登録された。これにより、日本の

農地へのバイオ炭の施用によって農業者が利益を得る道筋ができたことから、バイオ炭の社会実装に様

々な参加者を呼び込むことが可能になった。なお、バイオ炭による農地炭素貯留の社会実装を早期に進

めるため、制度設計や実情調査等の諸活動が進んでおり、これらの活動報告やバイオ炭生産者の集積と

組織化、J－クレジット申請の手順、今後の社会実装に向けた方向性等の説明会やシンポジウムを開催

している。 

 

【他の研究や他分野の技術の確立への具体的貢献度】 

 全国でバイオ炭による年間16.68千トンCO2(2019年時点のバイオ炭による吸収量5.56千トンCO2（日本

国インベントリ報告書）の３倍)の炭素を貯留する本プロジェクトの目標は炭素の貯留量としては限定

的であるが、成果が全国展開された場合には、J-クレジット認証に加えて、「クルベジ」のような環境

保全ブランドのスキーム展開を見込むこともできる。こうしたブランディングの定着によって、長期に

わたり、農家の利益を見込むことができるため、地域企業や地域住民が協力した新たなブランディング

・地域農業のモデルとなることが期待される。 

また、鶏糞を原料とするバイオ炭の開発においては、鶏糞には肥料として有用な要素が多く含まれる

ほか、炭化により臭気成分の分解、減容化、肥料成分の濃縮等が生じ、肥料代替資材として好ましく、

家畜排せつ物由来のバイオ炭資材の利用が広まることで、畜産由来のGHG排出量削減につながることも

期待できる。 

 



 
②ブルーカーボンの評価手法及び効率的藻場形成・拡大技術の開発 

【アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠】 

本課題で開発したブルーカーボン評価手法は、すべてIPCC湿地ガイドラインに準拠している。ガイド

ラインに含まれる海草類については、海草タイプ別、海域別の精緻なパラメータとその値を準備してい

るため、ガイドラインのTier1からTier3まで、すべての手法で算定が可能な状態にある。また、海藻類

についても海草類と同等の算定が可能な状態にある。今後のIPCCでの検討時には、すでにガイドライン

に含まれる海草類と同等の基準を満たす先行研究として令和４年の早い段階で国際的な学術雑誌上で発

表し、精度の高いデータを提供することが可能である。 

また、藻場タイプ別の吸収係数を既に算定しており、藻場形成と同時にその吸収源機能を具体的数値

で定量することが可能であるため、本技術を漁業関係者や地方自治体、企業、NPO等の活動への迅速な

普及が期待できると同時に、将来的なクレジット化等を通じて二酸化炭素吸収源機能の向上に対する民

間投資を誘導することが可能となる。また、こうしたさまざまな活動による二酸化炭素吸収源機能の向

上は海岸線の藻場形成を促進し、水産業の現場でのバイオマス機能（漁場、生態系保全、海藻養殖な

ど）の強化というコベネフィットも見込むため、藻場の形成・拡大による吸収源機能の増加をさらに加

速させることも期待される。藻場の二酸化炭素吸収量は令和３年度末に算定されるが、その吸収量は藻

場生産量をおおよその指標とみなせる。このため、上記により藻場の形成・拡大が活性化し、天然藻場

の生産量が約１割回復するとともに、天然藻場の約１割を占める海藻養殖の生産量についても少なくと

も現行の約２倍に増加すると見込まれている。 

これらの取組により、「IPCC湿地ガイドラインに海藻類を追補するための炭素吸収量の測定データを

整備する」及び「藻場の形成・拡大により吸収源としての機能を２割増加させる」というアウトカム目

標の達成は可能である。 

 

【研究成果の活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性】 

研究成果の普及・実用先となる漁業関係者や地方自治体、企業、NPO等に情報をいち早く伝えるた

め、業界の技術普及雑誌への寄稿、セミナー、講演会、協議会の委員就任などに対応している。また、

成果は広く現場普及させ、我が国の吸収源拡大を第一の成果と認識しているため、特許等の申請は行わ

ず、成果の殆どは公開を前提としている。藻場タイプ別の吸収係数算定ガイドラインの作成・公開も検

討中であるため、本課題の研究成果を迅速に現場へ普及させることが可能である。 

本課題の藻場形成・拡大技術の開発においては、その技術活用の所轄となる各都道府県の水産関係部署

および漁業協同組合に参画してもらい、技術の試行から実証まで担当している。普及・実用化する際の

問題点や改善点を同時に共有し、迅速に現場へ反映させていくことが可能である。これらがプロジェク

ト終了後に社会実装へつながるため、研究成果の活用の道筋としても妥当であると考えられる。 

 

【他の研究や他分野の技術の確立への具体的貢献度】 

本課題で開発したブルーカーボン評価手法はこれまで考慮されていなかった海藻養殖も吸収源評価の

対象として算定することが可能である。漁業者や地方自治体が地先の藻場形成・拡大を実施するだけで

なく、企業やNPOなどが海藻養殖を実施し、排出源対策としてカーボンクレジット創出などを行うこと

が予想される。養殖されたバイオマスは貯留源ではないため、さまざまなバイオマス活用へと利用でき

る。令和２年に閣議決定された「革新的環境イノベーション戦略V.農林水産業・吸収源㉟ブルーカーボ

ンの追求」にある、海藻類を新素材・資材（バイオプラスチック）として活用するための技術開発が開

始されており、化学工学の分野の技術進展にも貢献し始めている。海洋プラスチックの問題の解決や新

バイオマス産業の確立、他の産業界の温室効果ガス排出削減などに貢献することが期待できる。 

 

③木質リグニン由来次世代マテリアルの製造・利用技術の開発 

【アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠】 

本課題では「リグニンスーパーエンプラを用いた５種類の製品が実用化する」ことをアウトカム目標

としている。実用化する５種類としては、改質リグニン/エンプラ複合樹脂、およびそれらと種々の強

化繊維（炭素繊維、ガラス繊維、セルロース系繊維等）との複合製品を想定している。樹脂化による工

業素材化の成果が芳しく高いレベルにあることや、ブレンドの技術の進捗も早いため、早々に様々な製



 
品化に取り込むことを計画している。また、可能なものは協力のメーカーに受け渡すことを計画してお

り、アウトカム目標の達成は可能である。 

製造から使用および廃棄まで多様な波及効果があり単純ではないが、参入可能な性能レベルのスーパ

ーエンプラ代替が行われたとして、GHG削減効果は約44万トンと試算されている。これに、改質リグニ

ンの樹脂業界全体への進出による代替効果を含めると、約680万トンの削減が期待される。 

【研究成果の活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性】 

代表機関が主催している改質リグニンの普及のためのコンソーシアム「リグニンネットワーク」で

は、毎年度数回の会員向けセミナーと、１回程度の公開セミナーを開催している。また、これまでにア

グリビジネス創出フェア等の展示会出展、および研究所の一般公開動画等への参画をたびたび行い、業

界団体・一般への普及活動に努めている。これらの取組によって、「リグニンネットワーク」の会員数

は増加を続けており（法人会員数170社）、エンプラにかかわらず、改質リグニンを用いた様々な製品

への展開が見込まれる。 

 

【他の研究や他分野の技術の確立への具体的貢献度】 

当初想定した用途以外についても、これまでに以下のような成果を得た。 

・製造プロセスで生じる廃液中の成分組成の解明を達成すると共に、それらを樹脂と混合することで寸

法安定性に優れる高機能性木材製造に利用可能であることを明らかにした。 

・改質リグニンの抗酸化性能を見出し、改質リグニンから製造する材料への高付加価値化を実現する材

料を見出した。 

これらのことから、改質リグニンの製造技術は、エンプラとしての利用にとどまらず、木材の耐久性

の向上や、抗酸化性能を活かした製品開発等に貢献すると考えられる。 

 

４．研究推進方法の妥当性  ランク：Ａ 

①農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等の開発 

【研究計画の妥当性】 

各分担研究の進捗に合わせて年３回以上の研究者全体報告会を開催するとともに、外部専門家、関係

行政部局が参加する運営委員会での検討を通じて、研究計画の進め方や役割分担の見直しを適時実施し

ている。 

 

【研究推進体制の妥当性】 

新型コロナウイルス感染防止対策の影響もあり、研究指導や協議のほとんどが直接ではなくオンライ

ンでの実施を余儀なくされた。そのため、研究分担者の増加や研究内容の再配分等の調整を行うなど、

研究指導体制の強化策を講じる必要があったが、その結果、計画に沿った成果が得られたことから、研

究推進体制は妥当である。なお、令和４年度以降は、より社会実装に近い研究が求められるが、研究実

績を全国へ展開していくための現地指導・波及体制が課題である。そのため、地域モデルを作るための

全国の地方自治体関係者や地元の事情に精通した研究者が参画する体制を、令和４年度から構築する。 

 

【研究課題、予算配分の妥当性】 

研究者全体報告会や運営委員会を通じて、各研究の進捗や重点事項に応じて次年度研究計画と予算分

配を検討している。今後3年間は主に各地域における課題発掘とJ－クレジット開発および消費者の買場

開発が急がれるため、広報および地域行政へのアプローチ・各種地域農業者や民間研究機関等への接触

を多く試みる予定であり、成果が確実に得られるよう予算を有効活用する。 

 

②ブルーカーボンの評価手法及び効率的藻場形成・拡大技術の開発 

 研究者全体報告会を通じて、次年度研究計画と分配を検討している。今後３年間は主に各地域におけ

る課題発掘とJ－クレジット開発および消費者の買場開発が急がれるため、広報および地域行政へのア

プローチ・各種地域農業者や民間研究機関等への接触を多く試みることとしている。 

【研究計画の妥当性】 

 新型コロナウイルス感染症による非常事態宣言等の出張制限が続き、現地調査・試験の代替手法の構



 
築等、多くの見直しが必要となっているが、各実行課題の進捗管理を随時行うとともに、年２回の全体

推進会議、年２回の課題別推進会議を実施し、目標達成に向けて的確に計画を進行させるなど予算配分

は妥当である。 

 

【研究推進体制の妥当性】 

令和２年、３年共に外部専門家、技術会議事務局、政府の関係部局が参集する運営委員会を実施して

おり、研究内容とその推進について随時検討している。これに加えて、各年に２回、担当者を中心とし

た推進会議（全体と課題別）を開催し、各課題の進捗状況の共有と成果の確認、国土交通省が主催する

ブルーカーボン検討会でのインベントリ化推進の状況や本課題への要望等を共有するとともに、各実行

課題が足並みをそろえつつ研究計画を前倒しし、アウトカム目標の達成と行政対応の双方に応じてい

る。 

 

【研究課題、予算配分の妥当性】 

 二酸化炭素吸収量の算定を小課題１とし、藻場の効率的な形成・拡大技術の２種以上開発を小課題２

として構成している。３年目で小課題１の目標が達成される見込みのため、４年目以降は小課題２にお

ける技術開発の現地試験サポートへ回り、特に現場での詳細な吸収源評価を担当することにしている。

そこで３年目（2022年度）までは小課題１に重点配分し、３年目以降は普及や社会実装にもかかわる小

課題２へ重点配分先を変更する。 

このように予算を有効に活用することで、小課題２の各実施課題で行う現場海域での技術検証の成果

が確実に得られるようにするなど、目標達成に向けて的確に計画を進行させており、予算配分は妥当で

ある。 

 

③木質リグニン由来次世代マテリアルの製造・利用技術の開発 

【研究計画の妥当性】 

外部専門家と、関係する行政部局で構成する運営委員会を設置し、行政ニーズや各課題の進捗状況を

踏まえて、実施計画の見直し等の適切な進行管理を行っている。 

 

【研究推進体制の妥当性】 

上記の運営委員会を年２回開催し、進捗状況の確認、研究計画・推進体制の見直し、研究成果の共有

と公表等について、助言指導等を行っている。また、研究コンソーシアムの自主的な推進体制として、

全体あるいは小課題ごとの推進会議を随時開催し、コンソーシアム内の情報共有や意見交換、推進体制

の検討等を行っていることから、研究推進体制は妥当である。 

 

【研究課題、予算配分の妥当性】 

令和２年度は内閣府の官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)アドオンを受けて改質リグニン素材

の高バイオマス化にも取組んでいる。運営委員会からの指摘を踏まえて各小課題とも予定した成果を創

出しており、研究課題は妥当である。 

各課題の進捗状況や研究成果の有用性を踏まえた予算配分の重点化を行っている。それぞれの中課題

は計画通り進捗しており、最終目標の達成も見込まれることから、予算配分は妥当である。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．委託プロジェクト研究課題の継続の適否に関する所見 

・カーボンニュートラル実現に向けた重要な課題である。パリ協定やCOP26において森林、農地、ブ

ルーカーボンといった自然環境に由来する温室効果ガスの管理が新たに課題となっている中で、国際

的な約束を達成するために、国が研究に関わる重要性は高い。 

・バイオ炭資材やブルーカーボンの評価手法、木質リグニンの利用技術について、適切な中間目標の

設定とその達成、一部早期達成も見込まれており、研究が順調に進捗していることが確認できること

から、研究の継続は妥当である。 

・講演会などのアウトリーチ活動も積極的に実施している点も評価できる。 



 
２．今後検討を要する事項に関する所見 

・アウトリーチ活動を積極的に実施している点は評価できるが、国民の理解が不可欠な分野であるた

め、今後も更なる普及啓発活動を進めていただきたい。 

・国際的な情報発信、国際特許の出願について、今後積極的に進めていただきたい。 

・本研究の成果として開発された新規資材の品質評価に加え、リサイクルまで考慮に入れたLCAの手

法についても留意いただきたい。 

・技術の普及に向けて、生産現場での積極的な活用に繋がるよう、環境保全型農業直接支払交付金や

見える化の取組等と結び付るとともに、水産業・林業も含めて普及を促していただきたい。 

 

 



 [事業名] 革新的環境研究のうち農林水産分野における炭素吸収源対策技術の開発 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

パリ協定 京都議定書に代わる新しい地球温暖化対策の国際ルール。2015年12月にパリで開催
されたCOP21で採択、16年11月に発効。産業革命前からの気温上昇を２℃より十分低
く抑えることが目標。すべての国が削減目標を作り、達成に向けた国内対策を取る
必要がある。 

１ 

「パリ協定に
基づく成長戦
略としての長
期戦略」 

「パリ協定」に基づき、全ての締約国は、長期的な温室効果ガスの低排出型の発展の
ための戦略を策定、通報するよう求められている。我が国では、「パリ協定に基づく
成長戦略としての長期戦略」（令和元年６月11日閣議決定）において、脱炭素社会の
今世紀後半の早期実現を最終到達点とし、2050年までに80％の温室効果ガスの排出
削減を実現するよう大胆な施策に取組むことが示されている。 

２ 

吸収源対策 二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスを大気中から取り除く働きを維持・拡大す
る取組。吸収源の代表的なものとしては、森林の光合成による炭素固定、緑肥や堆肥
など有機物の農地への施用による炭素貯留、エネルギーを大量消費して製造される
物質を木材やバイオマス由来の物質に代替することによる炭素貯留も吸収源であ
る。また、海洋生物の光合成などの作用によって取り込まれ、海洋生態系内に蓄積さ
れる炭素（ブルーカーボン）が注目されている。 

３ 

温室効果ガス 大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収し、地表に向かって放出
することにより、温室効果をもたらす気体の総称である。人間活動によって主なGHG
には、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素などがある。GHGは、Green House Gasの
略。 

４ 

ブルーカーボ
ン 

海洋生物の光合成などの作用によって取り込まれ、海洋生態系内に蓄積された炭素。 ５ 

温室効果ガス
インベントリ 

一国が一年間に排出・吸収する温室効果ガスの量をとりまとめたデータ。 ６ 

バイオ炭 バイオマス（生物由来の有機物）を燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、
350℃以上の温度で加熱して作られた固形物（2019年IPCC改良ガイドラインに基づ
く）。土壌中でも分解されにくいため、効率の良い炭素貯留（吸収源対策）の技術で
あり、バイオ炭の施用はわが国の地球温暖化対策計画にも位置づけられている。ま
た、農地に施用することで、土壌の通気性や透水性・保水性およびpH矯正等土壌改良
効果も見込まれる。 

７ 

藻場 単一もしくは複数種の大型海藻や海草が群落を形成している場所の呼び名。 ８ 

リグニン リグニンはセルロース等とともに植物の細胞壁を構成する主要成分のうちベンゼン
環が多数結合した構造を持つ成分の総称で、植物の強度を担う役割を持つと考えら
れている。紙パルプ産業ではセルロースを取り出して利用しているが、リグニンは
取り出す時に変質しやすく植物の種類によりバラツキも大きいため工業材料として
の活用はわずかである。しかしながら、その構造の有用性から新たな利用法の探索
が続いている。 

９ 

スーパーエン
プラ 

機械的強度や耐熱性を向上させた一般的工業用途の「エンジニアリングプラスチッ
ク（エンプラ）」に対し、特に強度に優れ、耐熱性（連続使用温度 150℃以上）、耐
候性、耐溶剤性等の特定の機能が強化されたプラスチック。 

10 

バイオ炭の利
用量 

バイオ炭の農地施用における炭素貯留量により算出。2019 年時点のバイオ炭の炭
素貯留効果による排出削減量は 5.56 千トン CO2（日本国インベントリ報告書）。2030
年までに全国 200 ヶ所程度で J－クレジット申請を進めるほか、活動量（バイオ炭の
農地施用量）の精緻化によりにより、20 千トン CO2 近い炭素貯留が可能と想定され
るため、アウトカム目標は「バイオ炭資材の普及により、バイオ炭の利用量を現在の
３倍に増加させる」に設定している。 

11 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change (気候変動に関する政府間パネル)。
気候変動に関する最新の科学的知見についてとりまとめた報告書を作成し、各国政
府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることを目的として設立された組
織。 

12 



JIS M 8812 
 

JISとは Japanese Industrial Standards（日本工業規格）の略称、わが国の工業
標準化の促進を目的とする工業標準化法（昭和 24年法律第 185号）に基づき制定さ
れる任意の国家規格であり、令和元年７月１日の法改正によって工業標準化法から
産業標準化法へと名称が変更になった。 

JIS M 8812はバイオ炭の炭質を評価する公定法の一つであり、（一社）全国燃料
協会では「木炭の規格」を定め、JIS M 8812に従って評価した固定炭素（％）を用
いて、白炭、黒炭、オガ炭等の品質を定めている。なお、固定炭素は、100 － 灰分
（％）－ 揮発分（％）で算出する（無水基準の場合）。 

13 

改質リグニン リグニンのばらつきとリグニン由来物の加工性の低さを植物種の絞り込みと、グリ
コール系の薬液を用いることで解決した日本で生まれた新素材。正しくはポリエチ
レングリコール（PEG）改質リグニンであるが、略称の改質リグニンとして知られる。
リグニンの構造が安定な日本固有樹種であるスギを原料にした開発が先行しており
地域に素材産業を創出する技術として期待されている。リグニン系素材としては世
界最高レベルの加工性能を持ち、電子材料や繊維強化材用の樹脂など高機能材料と
しての活用が期待されている。 

14 

フィラー 充填剤。強度を増したり、かさを増やしたり等の用途でプラスチックに混合される。
炭素繊維、ガラス繊維、その他低分子などを含む。 

15 

コンパウンド 機能やコスト要求を満たすために何種類かの材料（プラスチックポリマーだけでな
く、上記のフィラーや、色素などの低分子なども含む）を混ぜ合わせたプラスチック
・樹脂材料のこと。 

16 

ヒステリシス
変化 

ある系の状態が、過去に受けた影響に依存して変化すること。 17 

白色腐朽菌 自然界に生息するきのこの仲間で、リグニンを分解し木材を白く変色させるために
この名前で呼ばれる一群のこと。 

18 

ライフサイク
ルアセスメン
ト(LCA) 

製品・システムの原料調達から製品製造、使用、廃棄／リサイクルに至るまでの環境
影響を評価する技法で、国際規格 ISO14040:2006にて手順等が示されている。 

19 

J－クレジッ
ト 

省エネルギー機器の導入や森林経営などの取り組みによる、CO2などの温室効果ガ
スの排出削減量や吸収量を国が認証し、発行される「クレジット」のこと。カーボン
オフセットを推進したい事業者に売却して、取組側が利益を得ることができる。こ
の制度を活用したプロジェクトを実施するため、技術ごとにプロジェクトの適用範
囲、排出削減・吸収量の算定方法及びモニタリング方法などを規定する方法論が必
要である。2020年9月末にJ－クレジット方法論AG-004「バイオ炭の農地施用」が登録
された。 

20 

カーボンマイ
ナス 

二酸化炭素の大気中への排出（カーボンプラスまたはポジティブ・エミッション）
に対して、二酸化炭素の貯留（吸収）により、大気中にある CO2 を削減するマイナ
スの排出のこと。ネガティブ・エミッションとも言う。なお、二酸化炭素を大気から
回収・貯蔵する技術はネガティブ・エミッション技術（Negative Emission 
Technologies、NETs）と定義されている。 

21 

カーボンマイ
ナスのプラッ
トフォーム 

 プラットフォームは、一般に、多様な主体を結合させて価値を生む産業活動基盤
をいう。 

本事業において、農地炭素貯留を社会実装し、発展させて行くためには、バイオ炭
生産者と貯留者（農業者等）の供給サイドと、J-クレジットの活用（購入）者や農作
物を環境保全ブランドとして活用し消費者に供給する飲食業・小売業者等の活用サ
イドとの連絡・連結が不可欠である。「カーボンマイナスのプラットフォーム」は、
これらの供給サイドと活用サイドのステークホルダーを一つに集結してバイオ炭品
質保証や J-クレジット管理、環境保全ブランド管理等、炭素貯留データベース管理
等を共通認識の下で行い、各ステークホルダー間の共創および競争、その情報交換
等により新しい価値を創造する場として設定している。 

22 

ビジネス・エ
コシステム 

自然科学のエコシステム（生態系）のコンセプトが経営学で導入されたもので、組
織は生態系における一員と捉えられ、協力的挑戦を行い他者と共生、価値を創造す
るパートナーとする俯瞰的な経営戦略観を示す概念である。 

本事業においては、カーボンマイナスの実現に向けて、バイオ炭の社会実装に関
わる様々な参加者が、相互協力的に発展するシステムを指す。 

23 

 



背景と⽬的

農林⽔産研究の推進

⑥ 農林⽔産分野における炭素吸収源対策技術の開発

脱炭素・環境対応プロジェクト 事業期間︓令和４年度〜令和６年度
令和４年度予算概算決定額︓157（－）百万円

研究内容

到達⽬標
期待される効果

• 施⽤しやすく炭素蓄積効果と⼟壌改善効果が⾼いバイオ炭資材及び施⽤技術を
２種以上開発

• リグニンスーパーエンプラの製造プロセスを確⽴
• ブルーカーボンの全国評価による炭素貯留量を算定するとともに、効率的な藻場形

成・拡⼤技術を２種以上開発

• 炭素吸収源対策を強化し、カーボン・オフセットによって温室効果ガ
ス排出削減の⽬標達成に貢献

• ⽊質バイオマスのマテリアル利⽤を本格的に実⽤化、森林の整備・
更新を促進

農業分野

C

C

バイオ炭を農地⼟壌に施⽤する
炭素貯留促進技術

林業分野

ブルーカーボンの
炭素貯留能⼒を評価

CC

藻場の形成・拡⼤

⽔産業分野

（注） 「⻑期戦略」︓パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略（令和元年６⽉11⽇閣議決定）

農林⽔産業による
炭素吸収量
増加へ

 農林⽔産業は炭素吸収源として重要な役割を担う。 農地への炭素貯留や、海草・海藻による炭素貯留（ブルーカーボン）は、「⻑
期戦略」（注）に明記されている吸収源であり、科学的根拠の下でこれらを温室効果ガスインベントリに追加することが課題となっている。
また、重要な炭素吸収源である森林の整備を促進するため、付加価値が⾼い⽊質成分利⽤素材の創出と利⽤拡⼤が求められている。

 脱炭素社会の実現に向けて、農地、森林、海洋が持つ炭素吸収量を最⼤にするための社会実装を⾒据えた技術を開発する。

持続的に利⽤可能な
⾼機能性リグニンバイオプラ素材

C C農業

⽔産業

• 脱炭素社会の基幹バイオ素材となる⽊質リグニン由来スーパー
エンジニアリングプラスチックの製造・利⽤技術の開発

• ブルーカーボン評価⼿法の⾼度化とブルーカーボンの全国評価
• ブルーカーボン阻害要因の解明と対策及び効率的な藻場形成・

拡⼤技術の開発、新たな海草・海藻養殖技術の開発

• バイオ炭を活⽤した農地⼟壌への炭素貯留能⼒を向上させる
資材等の開発

林業

⾰新的環境研究

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）

4
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脱炭素・環境対応プロジェクトのうち、農林水産分野における炭素吸収源対策技術の開発 

 

＜①農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等の開発＞ 

～Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度～ 

      
 
 

 
                                              
                                            

        

【ロードマップのイメージ（中間評価段階）】 

 

1．農地土壌の炭素貯留、肥効、N2O 排出削減に資するバイオ炭混合資材等の開発 

【Ｒ１２】 

バ イ オ 炭 資

材 の 普 及 に

より、バイオ

炭 の 利 用 量

を 現 在 の ３

倍に増加 

社会実装プラットフォーム 

に即した支援の実施 

既往の成果 

（知見） 

窒素高付加ペ

レット堆肥は

N2O 発生量が通

常のペレット

堆肥よりも減

少。 

バイオ炭の農

地施用に伴う

物理化学性の

改善、N2O やメ

タンの排出削

減効果。 

2019 年 IPCC

改良ガイドラ

インに「バイ

オ炭による土

壌炭素貯留の

算定法」を提

示。 

バイオ炭 
産業形成 

実証・改良 
J-クレジット申請促進 委託研究プロジェクト 

バイオ炭によ

る CO2削減のエ

コブランド

「クルベジ」 

炭化試験、試作品成分分析 

混合比検討、試作 

データセット作成・未利用バイオマスポテンシャル推定・ 

土壌 CO2見える化サイトの更新 

J-クレジット申請準備（バイオ炭生産者の組織

化等）、付随的 CO2排出量の LCA、J-クレジット

の社会実装に向けた情報作成・公開 

2025 年大

阪・関西万

博出展 

・日本版バイオ炭規格と認証スキ

ームの完全化 

・J－クレジット申請・算定システ

ムの運営と改善 

・バイオ炭による炭素貯留の可視

化（消費者向け・企業向け） 

バイオ炭を活用した営

農モデル地域の展開 

日本版バイオ炭算定

係数をインベントリ

報告等へ反映 

N2O 低排出型バイオ炭資材の開発・鶏ふんを原料とするバイオ炭開発 

試作肥料の有効性（肥効・

N2O 削減、GHG 収支等）検証 

肥料配合の最

適化・マニュ

アル化 

地域バイオマスによるバイオ炭製造技術の開発と日本版バイオ炭規格の作成 

国内各地域でのバイオ炭施用試験（異なる栽培体系での実証試験） 

バイオ炭製

造・施用の

モデル構築 
類型化、規格作成 

バイオ炭生産資源評価 農地炭素貯留データベース

とマッピング 

J-クレジット組織化と LCA 

農地施用ガイドライン作成、J-クレジッ

トの社会実装のためのプラットフォーム

の設計・実装、広報・アウトリーチ活動 

3．バイオ炭およびバイオ炭堆肥による土壌炭素貯留効果の総合評価 

2．地域で循環しうるバイオ炭製造とその施用のモデル構築 



 
＜②ブルーカーボンの評価手法及び効率的藻場形成・拡大技術の開発＞ 

 

 

  

～令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度～ 

      
 
 

 
                                              
                                            

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

  
産業利用 実証 

地方自治体・漁業関係者と連携

した現場普及を計画、実施 

・カーボンクレジット算定、論

文公表による事例拡大 

・評価結果に基づく技術等の

改良、普及マニュアルの作成

等 

 

 

委託研究プロジェクト 

最新の藻場分

布マップは藻

場区分されな

いことが判明 

1. 藻場タイプ別の吸収係数評価モデルの開発と二酸化炭素吸収量の全国評価 

 
1-1～1-4, 1-6: 吸収係数評価モデルの開発 

1-6:現場海域での吸収量算定 

1-5, 1-6: 二酸化炭素吸収量の全国評価 

確定した増強技術の各海域への展開・検証 

２. ブルーカーボンの増強技術の開発 

 

藻場の減衰

要因の解明、

基盤となる

新規技術の

探索・考案 

各海域の環境

特性に合わせ

た技術の 

選定・調整 

現場海域における増強技術

の有効性の検証実施 
ヒステリシ

ス動態を加

味した海域

特有の新規

技術が確立 

派生する二次的成果の公表

（論文発表８件以上） 

吸収係数の各

パラメータの

科学的根拠と

な る 論 文 発

表：4 件以上 

吸収係数評価モ

デルの確立、ガイ

ドライン作成開

始 

面積の全国評価

と吸収量暫定値

の算出 

分布解析手法

の 科 学 的 根

拠：論文発表 

吸収係数評価

モデルの考案

と現地データ

収集 

藻場タイプ別

分布面積解析

手法の確立 

増強技術の考案と試行試験 

算定終了し

た海域から

成果を公表、

クレジット

化 

行政部局と連携した IPCC 等

国際機関との調整、ガイドラ

イン反映 

現 場 普 及

の 推 進 に

よ る 藻 場

形成・面積

拡 大 の 実

践 

藻 場 に よ

る 二 酸 化

炭 素 吸 収

源機能が 2

割 増 加 さ

れる 

藻 場 が 国

際 機 関 で

も 認 証 さ

れ る 吸 収

源となる 

海藻類が溶存

態難分解性有

機炭素を成長

過程で放出、吸

収源となるこ

とを解明 

藻場のヒステ

リシス動態を

解明 

IPCC 湿地ガイド

ラインを用いた

海草藻場の算定

が海外で開始 

 

ヒステリシス

動態を加味し

た藻場形成技

術は未開発 



 

産業利用 実証 

＜③木質リグニン由来次世代マテリアルの製造・利用技術の開発＞ 

～令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度～ 

      
 
 

 
                                              
                                            

               

 

 

委託研究プロジェクト 既往の成果 

（知見） 

・プラスチ

ック材料に

利用可能な

木質リグニ

ン改質法を

開発 

・熱硬化性

プラスチッ

ク製品への

応用 

１. 地域リグニン高機能素材供給システムの開発 
高付加価値材料製造に適する素材として供給するシステムを開発 

令和 12 年 

以降 

リグニンス

ーパーエン

プラを用い

た 5 種の製

品 が 実 用

化。 

改質リグニン技術移転活動 

（成果の PR、マーケティング、

ライセンス交渉、マッチング

等） 

普及計画に即した支援の実施 

２. 改質リグニン系次世代バイオベース材料の開発 

改質リグニン系スーパーエンジニアリングプラスチックなどの次世代高機能バイオベース材料を創製し、石

化代替の製品展開に結びつけると共に、リサイクルにも配慮したシステム展開を可能にする技術を開発 

３. 環境適合性評価と地域導入システムの開発 

リグニン系材料の環境適合性を評価する技術を開発すると共に、副産物の利活用も含めて総合的に地域導入

できるモデルを開発し、脱炭素社会の実現に向けた新産業として評価を行う 

高機能性素材製造技術 
供給システムの構築 スーパーエンプラ相当の性

能を持つと同時に環境適合

性が高いバイオベース材料

の開発を達成 

脱炭素社会

の実現と国

内の地方創

生に同時に

貢献 

高強度高弾性樹脂 

コンパウンド化技術 

複合材料化技術 

リサイクル技術 

環境適合性評価 

副産物利用技術 

脱炭素と地域産業の評価システム 

基本技術の開発 問題点の改良と評価 
製品化のた

めの適正化 
社会実装 



2050年ゼロエミッション農業の実現のためには、排出量削減対策のみならず、吸収源開発が必要不可欠。バイオマスか
ら変換したバイオ炭は、低コストかつ十分な規模で行うことのできる吸収源技術の一つ。

本事業では、J－クレジット認証制度を活用したバイオ炭よる炭素貯留の拡大を、実証試験から社会実装プラットフォーム
の設計・実装までスピード感をもって推進。バイオ炭の安定供給技術を開発するとともに、現場実証に基づくバイオ炭の炭
素隔離と環境改善効果などの総合評価を行い、バイオ炭またはバイオ炭堆肥を活用した営農モデルの普及を目指す。

＜最終達成目標＞
・施用しやすく炭素貯留効果と土壌改善効果が高いバイオ炭資材及び施用技術を２種以上開発。
・各種バイオ炭施用におけるＧＨＧ収支及び土壌炭素貯留効果を算定。

農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等の開発

② 地域で循環しうるバイオ炭製造と施用モデルの構築

③ バイオ炭・バイオ炭堆肥による土壌炭素貯留効果の総合評価

目標：地域、気候帯、栽培体系ごとに入手可能なバイオ炭資材候補を選定。炭化、栽培試験を通じて土壌への固定炭素量
と栽培適性を解明、“無理なく”バイオ炭を活用した営農モデルの指針を提示。

目標：全国規模のバイオ炭活用ポテンシャルから、農地土壌炭素貯留量を把握。地域・気候帯・栽培体系ごとのガイドライ
ンを作成、炭素貯留を「見える化」し、Ｊ-クレジットの推進に寄与。

＜アウトカム目標＞
・バイオ炭資材の普及により、バイオ炭の利用量を現在の３倍に増加させる。

① 炭素貯留、肥効、Ｎ２Ｏ排出削減に資するバイオ炭資材等の開発

目標：堆肥とバイオ炭を混和したペレット堆肥をＮ２Ｏ低排出型資材として開発、可搬性のある有機質肥料で気候変動緩和
に対応する栽培体系を提示。
【N2O低排出型バイオ炭資材の開発】
・N2O削減が図れる豚ふん、牛ふんと硫安、尿素の混合

比の割り出し作業終了（～Ｒ３）。
・栽培試験と配合比最適化（～Ｒ６）。

【鶏ふんを原料とするバイオ炭開発】
・鶏ふん炭に含まれる肥料要素可溶性の生成温度依存性を解明（～Ｒ３）。
・鶏ふんベースの混合比の検証と造粒方法の検討、圃場試験（～Ｒ６）。

鶏ふん炭に含まれる肥料要素の可溶性における生成温度への依存度

2.5~
Mn
Fe

Mg
Na
Cu

1.3～2.0
Zn

2.0~2.5
B

P
K

Ca

300    400 500 600    700   800(℃)

原料濃度より低い

原料濃度より高い

原料濃度に対する比（濃縮率）＊

生成温度

鶏ふんを原料としたバイオ炭の開発・活用スキーム

【地域バイオマスによるバイオ炭製造技術開発と日本版バイオ炭規格作成】
・竹炭、木炭、もみ殻炭の組成分析（JIS M8812）を終了（～Ｒ３）。
・針葉樹（マツ）、広葉樹（ナラ）、竹、もみ殻の標準炭の規格作成を

完了（Ｒ３）。
・刈り芝や果樹剪定枝などを原料としたバイオ炭の規格作成（～Ｒ６）。

【日本国内の各地域でのバイオ炭施用実験】
・北海道、北陸、西日本、九州の、気候帯の異なる農地において

コムギ、イネ、野菜等でのバイオ炭施用試験を開始（Ｒ２～）。ＧＨＧ
計測方法を決定し、収量とＧＨＧデータの取りまとめを開始（Ｒ３）。
・適正な炭化とバイオ炭施用栽培体系が選択された段階で、チャン
バー式のＧＨＧ実測算定、ＬＣＡによる精緻化を進める（Ｒ４～Ｒ６）。
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y = 286 x -0.31 

バイオ炭のJIS分析からIPCCのパラメータを逆推定

【バイオ炭生産資源評価】
・バイオマス資源ごとの利用可能量を整理

したバイオ炭生産資源データセットの構築完
了（～Ｒ３）。
・バイオ炭生産資源評価の実施（～Ｒ６ ）。

※赤字は中間時までに実施が完了（見込み）のもの。下線は中間時目標。

【Ｊ-クレジット組織化（社会実装）とＬＣＡ】
・農地施用ガイドラインの作成（～Ｒ６）
・J-クレジット申請（200トンCO2）開始（Ｒ３）
・J-クレジット申請効率化スキーム（ ～Ｒ６）
・社会実装のプラットフォーム（PF）および

ビジネス・エコシステムの設計・実装（ ～Ｒ６）
・消費者・企業などへの啓発活動（ ～Ｒ６）

【農地炭素貯留量データベース】
・農地炭素貯留量データベースの構築と

マッピング化（～Ｒ６）

J-クレジット
申請を開始
（R3年度は
まず16府県
（緑色））

R3年度
200トンCO2

登録

R3年度
ウェブサ
イト開設

圃場でのバイオ炭施用
（福井県、水田）



ブルーカーボンの評価手法及び効率的藻場形成・拡大技術の開発
令和3年度までの成果概要

小課題1. 藻場タイプ別の吸収係数評価モデルの開発とCO2吸収量の全国評価

2. ブルーカーボン生態系の増強技術の開発

IPCC湿地ガイドラインに準じた吸収係数算定手法：全国の海草・海藻藻
場を評価するための藻場タイプすべてのパラメータが確定、計算可能に

・藻場構成種、生活史、季節性などから
海域別に各パラメータ値を算定

・海域別の詳細値を積上げ集計

⇒現地観測する唯一の値
（観測しない場合は文献値）

全国藻場分布面積の集計：衛星画像から推定された環境省所管の藻場
分布情報マップを各藻場タイプの分布へと解析的に分割、面積を集計

既存の藻場分布マップ
⇒ 藻場の区分なし
精緻な物理環境デー
タ（全国10mメッ
シュ）を用い、藻場
タイプ別にアンサン
ブルモデリング

北海道海域の解析結果

IPCC湿地ガイドライン(2013)、海草藻場 Tier3を採用

全国11海域で試行試験中

北海道

東北
太平洋

北部
日本海南部

日本海

九州
東シナ

本州
太平洋四国

太平洋

瀬戸内

南西



木質リグニン由来次世代マテリアルの製造・利用技術等の開発
脱炭素社会の実現を推進する高機能リグニン材料の開発
国産森林資源由来の新素材「改質リグニン」を用いたパフォーマン
スの高い工業材料を製造する技術を開発し、次世代環境適合型バイ
オ材料としての製品展開を可能とします。

・改質リグニンの樹脂化処理により、粘度コントロール、
成形品の耐熱性・柔軟性・機械的強度・電機絶縁性・誘電
率・耐水性の向上を達成

改質リグニンからは、世界で唯一の環境適合性を持つエンジニアリングプラスチック材料の開発が可能です。

改質リグニンの需要の最大化をめざす技術開発により新しい地域産業の創出を加速します。

（１）高付加価値素材に適する改質リグニン製造システムの開発

（３）環境適合性評価と地域導入システムの開発

（２）改質リグニン系次世代バイオベース材料の開発

・機械的強度・弾性率・電気絶縁性の
向上に適した改質リグニンの加熱処理
技術を開発

リグニン系材料の環境適
合性評価技術の開発 LCA分析を開始

改質リグニン材料の分解性評価
に適する菌株をスクリーニング

改質リグニン製造で副産する廃薬液
を用いる木材改質技術を開発

GHG 排出原単位の概算を達成

高耐熱、高強度、不燃等の特性
を有する製品を試作し、付加価
値材料を開発

改質リグニンの官能基修飾により高バ
イオマス度の樹脂化原料開発を達成

改質リグニンを導入したエンプラ
（POM:ポリアセタール）代替の
摺動部品の試作に成功

改質リグニンとエンプラの複合化す
るための相溶化技術の開発を達成

世界初の環境適合型のスー
パーエンプラ相当材料の開
発で、すべてのプラをバイ
オベースに！
ゼロエミッションに貢献

素材開発

材料開発

環境適合



 

 

 

委託プロジェクト研究課題評価個票（中間評価） 
 

研究課題名 アグリバイオ研究のうちゲノム

編集技術を活用した農作物品種

・育種素材の開発（国民理解促

進のための科学的知見の集積） 

担当開発官等名 研究企画課 

連携する行政部局 消費・安全局農産安全管理課 

水産庁増殖推進部研究指導課 

研究期間 Ｒ２～Ｒ６（５年間） 総事業費（億円） ２．５億円（見込） 

研究開発の 

段階 

基礎 応用 開発   

   

研究課題の概要 

 

 

＜委託プロジェクト研究課題全体＞ 

ゲノム編集（※１）作物等についてのオフターゲット（※２）変異の発生や外来遺伝子の有無、生物

多様性への影響等に対する国民の疑問に応えるために、必要となる科学的知見を収集する。また、これ

らの情報をサイエンスコミュニケーション（※３）に活用できる資料として整理する。 

 

＜課題①：オフターゲット変異を科学的に理解するための知見集積（令和２～６年度）＞ 

・ゲノム編集技術によるオフターゲット変異の発生実態や、育種における自然または人為的な変異発生

の実態についての科学的知見を収集する。 

 

＜課題②：ゲノム編集作物等における外来遺伝子除去の効率的な解析手法の開発（令和２～６年度）＞ 

・ゲノム編集作物等の外来遺伝子の有無についての解析を容易にするため、外来遺伝子の解析手法であ

るk-mer法（※４）についてばれいしょや魚類における有効性を検証し、簡易な手法の一般への公開を

進める。また、オフターゲット変異の解析に必要な全ゲノム解読情報を整備する。 

 

＜課題③：ゲノム編集魚等の生物多様性影響についての基礎的知見の集積（令和２～６年度）＞ 

・ゲノム編集魚等の生物多様性影響に関する基盤的情報として、文献調査や交雑シミュレーション（※

５）、モデルとなるゲノム編集魚の生態学的・生物学的知見を収集する。 

 

１．委託プロジェクト研究課題の主な目標 

中間時（２年度目末）の目標 最終の到達目標 

＜課題①＞ 

・３種以上の作物を対象に、既知文献情報等から

従来育種法における変異の発生実態に関する知見

を収集する。また、１種以上の作物について、得

られた知見を整理し、サイエンスコミュニケーシ

ョン用の素材を作成する。 

 

＜課題①＞ 

・３種以上の作物を対象に、それぞれ１０系統以上

について従来育種法における変異を調査し、その発

生様式（頻度、位置の傾向、変異の種類等）を明ら

かにする。また、得られた知見を整理し、３種以上

の作物について、サイエンスコミュニケーション用

の資料としてまとめる。 

＜課題②＞ 

・ゲノム編集作物等の外来遺伝子の有無を解析す

るための手法(k-mer法)を、１生物種以上につい

て適用できるか検証する。また、１生物種以上の

ドラフトゲノム配列（※６）を作成する。 

 

＜課題②＞ 

・ゲノム編集作物等の外来遺伝子の有無を解析する

ための手法を開発し、３生物種以上でその有効性を

検証した上で、一般が利用できる形で手法を公開す

る。全ゲノム配列構築法を確立し、３生物種以上に

ついて高精度なゲノム配列を作成する。 

＜課題③＞ 

・２種以上のゲノム編集魚をモデルとしてゲノム

編集魚の基礎的な生物学的知見を収集する。１種

＜課題③＞ 

・２種以上のゲノム編集魚をモデルとしてゲノム編

集魚の生態学的及び生物学的知見を収集するととも



 
以上の魚について生物多様性影響に関連する特性

について定量化のための手法を検証する。２種以

上の魚について陸上飼育管理に関する知見を収集

する。 

に、生物多様性影響に関連する特性について定量化

のための基礎手法を開発する。３種以上の魚につい

て、得られた知見を整理し、サイエンスコミュニケ

ーション用の資料としてまとめる。 

２．事後に測定可能な委託プロジェクト研究課題全体としてのアウトカム目標（Ｒ11年）  

25億円規模の市場の形成が可能となるよう、ゲノム編集作物等についての国民理解や社会受容を進め

る。 

 

 

【項目別評価】 

 １．社会・経済の諸情勢の変化を踏まえた研究の必要性 ランク：Ａ 

 

 

 

 

 

 

（農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た研究の重要性、引き続き国が関与して

研究を推進する必要性について記載） 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た研究の重要性 

ゲノム編集技術は特定の遺伝子に高い精度で変異を生じさせることが可能で、地球温暖化への対応

や、農業競争力の強化につながる新品種の開発を加速化する新技術として大きく期待されている。一

方、先端技術であるゲノム編集の社会実装を円滑に進めていくには、国民理解を丁寧に得ていくことが

必要であり、国民の疑問の多い点であるオフターゲット変異や外来遺伝子の有無等に関する科学的知見

を収集するとともに、これらの知見を活用して、国民に情報提供するためのサイエンスコミュニケーシ

ョンを進めることが急務である。 

本事業は、ニーズに応じたスピーディな品種開発・提供を可能とし、重要技術であるゲノム編集によ

り開発される作物等の社会実装に貢献するものであることから、農林水産業・食品産業、国民生活のニ

ーズに応える重要な研究である。 

 

②引き続き国が関与して研究を推進する必要性 

「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月・閣議決定）において、ゲノム編集技術は「飛躍的な

生産性の向上等が期待される一方、国民の理解を深めていくことが重要であることから、国民への分か

りやすい情報発信、双方向のコミュニケーション等の取組を強化する」とされている。また、「みどり

の食料システム戦略」（令和３年５月・農林水産省策定）においても、ゲノム編集等の先端技術に関

し、「実用化に際しては、・・科学的な知見に基づく合意が形成されることが重要であることから、国

民への情報発信、双方向のコミュニケーションを丁寧に行う」とされている。これらの国民に対する情

報提供は、国が中立的な立場から科学的知見を集積した上で行うことが求められており、ゲノム編集に

関し、国民が疑問に思う点についての基礎的な知見を得る本研究は、引き続き国が関与して推進する必

要がある。 

 

２．研究目標（アウトプット目標）の達成度及び今後の達成可能性 ランク：Ａ 

（中間時の目標に対する達成度、最終の到達目標の今後の達成可能性とその具体的な根拠について記

載） 

＜課題①＞ 

中間時までに、イネ、ばれいしょ、リンゴの自然変異及び育種技術による変異の発生実態に関する知

見の収集を、文献調査および次世代シーケンス解析により行った。また、イネについてこれらの知見を

整理し、サイエンスコミュニケーションに活用できる資料としてまとめた。以上のことから、中間時の

目標はすでに達成している。終了時までには、アブラナ科植物や魚類についての文献調査及び変異発生

実態についての解析、これらの知見を整理したサイエンスコミュニケーションに活用できる資料の作成

を進める予定であり、調査すべき文献や、解析材料の準備の目途が立っていることから、最終の到達目

標は達成される見込みである。 

 

＜課題②＞ 

k-mer法は外来遺伝子の簡易かつ精度の高い解析技術として優れているが、外来遺伝子がなくても偽



 
陽性を示す場合があり、低減することが必要である。中間時までに、偽陽性を低減するための手法とし

て多重比較補正を検証した。また、ばれいしょへのk-mer法の適用を行い、事前にPCRで外来性DNAの残

存が確認されたサンプル個体について外来性DNAを検出することに成功し、本手法を適用できることを

明らかにした。さらに全ゲノム配列構築法を検討し、オフターゲット変異の解析に必要となるイネ、マ

ダイ、ばれいしょのドラフトゲノム配列を作成した。以上より、中間時の目標はすでに達成している。

なお、終了時までには、k-mer法における偽陽性の低減方法を一般が利用できる形にして公開するとと

もに、マダイやトラフグへのk-mer法の適用、リンゴでの全ゲノム配列を作成する予定であり、いずれ

も解析材料の準備の目途等が立っていることから、最終の到達目標は達成される見込みである。 

 

＜課題③＞ 

中間時までに、マダイ、トラフグ、クロマグロの生物学的特性に関する文献調査を行って基礎知見を

収集するとともに、クロマグロの交雑シミュレーション解析を行い、養殖魚由来の個体が天然集団に与

える影響について検証した。さらに、ゲノム編集マダイの陸上飼育管理についての知見を収集した。こ

れらのことから、中間時の目標についてはすでに達成している。収集した知見については、すでにサイ

エンスコミュニケーション資料として取りまとめており、今年度で最終の到達目標は達成される見込み

である。 

 

３．研究が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の今後の達成可能性と

その実現に向けた研究成果の普及・実用化の道筋（ロードマップ）の妥当性 

ランク：Ａ 

（アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠、研究成果の活用のために実施した具体的

な取組内容の妥当性、他の研究や他分野の技術の確立への具体的貢献度について記載） 

①アウトカム目標の今後の達成の可能性とその具体的な根拠 

測定可能なアウトカム目標として、本課題より1年先行して開始した農林水産研究推進事業委託プロ

ジェクト研究「ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発」において設定されたアウトカ

ム目標（令和11年度までにゲノム編集作物で２５億円の市場が形成される）の達成が可能となるよう、

ゲノム編集作物等についての国民理解や社会受容を進めるとしている。令和３年度の時点で、すでに３

種のゲノム編集作物・魚の販売が開始し、委託プロジェクト研究等でニーズの高いゲノム編集作物を開

発中であることから、本事業において、ゲノム編集の疑問に応えるための科学的知見を収集し、国民理

解のためのサイエンスコミュニケーション活動を継続的に進めていくことで、ゲノム編集作物の社会受

容が一層進むことが見込まれ、アウトカム目標は達成できる可能性は高い。 

 

②研究成果の活用のために実施した具体的な取組内容の妥当性 

 本事業での研究成果を活用してサイエンスコミュニケーション活動を円滑に進めていくため、サイエ

ンスコミュニケーターとワークショップを行い、コミュニケーションの対象、方法、場（WEBサイトも

含む）に応じた適切なデータの質、量及びその取扱いについて意見交換を行った。また、令和３年度に

ゲノム編集マダイ及びトラフグの販売が開始されたことを受け、これらに関するサイエンスコミュニケ

ーション用の資料作成を前倒しで進めた。このように、研究成果の活用を見据えた取組は妥当である。 

 

③他の研究や他分野の技術の確立への具体的貢献度 

本事業では、ゲノム編集作物・魚のオフターゲット変異や外来遺伝子の有無、生物多様性に対する影

響についての科学的知見が得られる見込みである。これらの知見は、農林水産研究推進事業委託プロジ

ェクト研究「ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発」や内閣府のSIP、ムーンショッ

ト等で取り組まれるゲノム編集を活用した品種開発の社会実装に資するとともに、本事業で得られた知

見を整理したサイエンスコミュニケーション資料は、研究の終了を待たずに、農林水産省が行うアウト

リーチ活動に活用することとしており、本事業の研究成果の他の研究への波及効果は大きい。 

 

  



 
 ４．研究推進方法の妥当性  ランク：Ａ 

（研究計画（的確な見直しが行われているか等）、研究推進体制、研究課題（以後実施する研究課題構

成が適切か等）、予算配分（研究の進捗状況を踏まえた重点配分等）の妥当性について記載） 

①研究計画（的確な見直しが行われているか等）の妥当性 

年２回以上の運営委員会及び推進会議、課題担当者間の打合せ会議等を実施して各実行課題の進捗状

況を確認し、次年度の研究計画等を委員や行政の意見を取り入れて毎年変更してきたところである。本

事業の研究課題は計画通り進捗しており、最終目標の達成も見込まれることから、研究計画は妥当であ

る。 

 

②研究推進体制の妥当性 

本事業は外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で研究が進行管理されており、運営委員

会では研究計画を逐次見直している。また、研究コンソーシアムの自主的な推進体制として、年に２回

推進会議を開催してコンソーシアム内の情報共有や意見交換、推進体制の検討などを行っており、さら

に研究代表と小課題責任者らが随時Webで研究推進等について議論している。以上から、研究推進体制

は妥当である。 

 

③研究課題の妥当性（以後実施する研究課題構成が適切か等） 

 オフターゲット変異を科学的に理解するための知見集積を行う小課題１、ゲノム編集農作物等の科学

的理解を促進するための解析基盤の整備を行う小課題２、魚の生物多様性影響に関する基礎的知見集積

を行う小課題３の課題構成となっており、いずれもゲノム編集技術に対する国民の疑問に応えるための

科学的知見の集積に直接的に貢献するものである。どの課題も計画通りに進捗しており、研究課題は妥

当である。 

 

④研究の進捗状況を踏まえた重点配分等、予算配分の妥当性 

委託プロジェクト全体で課題の進捗状況、研究成果の有効性や緊急性等を踏まえ、予算配分の重点化

を行っている。本プロジェクト研究の課題は計画通り進捗しており、最終目標の達成も見込まれること

から、予算配分は妥当である。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．委託プロジェクト研究課題の継続の適否に関する所見 

・ゲノム編集技術を実用化し、普及させるために国民的な理解を促進する上で非常に重要なテーマで

ある。 

・国によるサイエンスコミュニケーションの強化に資するという点で喫緊の課題である。 

・研究の進捗については、中間目標を既に達成しており、最終目標についても達成の道筋が確認でき

ることから、研究の継続は妥当である。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・科学的知見の集積を目標にしている以上、成果の公表は必須であることから、今後科学的知見の学

術成果について一層の発信を求めるとともに、アウトリーチ活動の取組強化を進めていただきたい。 

・社会的な需要に繋がったアウトリーチの事例を参考にノウハウを共有するなど、コミュニケーショ

ンツールとしての知見の集積も進めることで、得られた成果の効果的な使い方について、より一層検

討いただきたい。 

・本研究の成果の導入による社会的な波及効果（アウトカム）を強く意識して、研究開発に取り組む

ことを期待する。 

 

 



 [研究課題名] アグリバイオ研究のうち 
ゲノム編集技術を活用した農作物品種・育種素材の開発（国民理解促進のた 

 めの科学的知見の集積） 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

ゲノム編集 
 

生物が持つゲノムの中の、特定の塩基配列（DNA配列）を「狙って変化させる」技術
。 

 
 １ 

オフターゲッ
ト 

狙った場所以外のDNA配列が変化し、意図しない変異が生じること。 ２ 

サイエンスコ
ミュニケーシ
ョン 

サイエンス（科学）に関する情報について科学者と一般市民がやりとりし、意識を
高めていくことを目指した活動。 

 ３ 

k-mer法 次世代シーケンサーを使って組換え体やゲノム編集個体の全ゲノムを解読した大量
塩基配列データを、外来性DNAの塩基配列と効率よく比較照合し検出する方法。ゲノ
ム編集生物の取扱においては、一度導入された外来遺伝子の残存を確認する手法と
して利用される。 

 ４ 

交雑シミュレ
ーション 

交雑により生じる集団のゲノム構成の変化を予測すること。本プロジェクトで用い
たのはNOAA(米国海洋大気庁)が開発したOffshore Mariculture Escapes Genetics 
Assessment (OMEGA) model であり、養殖魚と天然魚との交雑と、それによる天然集
団への影響を予測する。仮想データのみを用いた解析であるが、戦略的イノベーシ
ョン創造プログラム(SIP第１期)での成果や米国のヒレナガカンパチなどの研究事
例がある。 

  
 
５ 

ドラフトゲノ
ム配列 

ゲノムの大きさや保有している遺伝子数などが分かった、おおよそのゲノム配列。 ６ 

 

 
 
 
























